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当事者利益や公益保護の

観点から、不適格なＡＤＲ

が参入しないような、最低

限の予防措置の必要性 

 
利用者の選択と評価を通

じ、公正・適確な ADR が
発展する仕組みの必要性 

不適格者（暴力団員等）の排除 

個々の法律事務への弁護士の関与（仲裁は別途検討） 
＋ 

違反（法律事務の取扱い）は弁護士法による罰則 

①、②の違反（不作成、不公表、虚偽公表）は ADR法による罰則 

 
公正な手続運営の確保（努力義務）、守秘義務 
一般的な情報提供（努力義務）、質の確保（努力義務） 

 
①公正・適確な業務方法規程の作成義務 
②業務方法規程その他の業務内容情報の公表義務 
③利用者からの苦情の迅速・適切な処理（努力義務） 

すべての主宰者・ADR提供者の義務 

有償で業務を行う ADR提供者の義務 
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＜業務方法規程を作成すべき事項＞（考えられる例）①申立て・受理手続、②主宰者の選任手続、③関与する弁護士の選任手続、④終了手続

⑤記録の作成保存手続  等 
＜公表すべき業務内容情報＞（考えられる例）①業務方法規程、②主宰者候補者の経歴・職業の概要、③関与する弁護士候補者の氏名  等 

弁護士法 72条の適用除外の条件 


